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原油価格先物底堅い、世界経済脱炭粗化遅れ大きく

米国減速、中国不況長期化等需要減要因はあるも、中

東情勢悪化で原油価格が底堅く、WTI価格は70ドル台

半ばで推移。2023年原油輸出量4位のイランが輸出ゼ

ロでも対応可、中東全域に紛争拡大の場合は、量的対応

に限界生じる可能性をOPEC示唆。また、フィッチレー

ティングは、新興国10カ国でのCO2排出量が増加して

おり、世界での2050年排出量実質ゼロは困難な状況に

直面とする。EVの販売量、世界全体として大きく減少。
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日本の企業物価コメ価格値上がりで底堅い動き

電気・ガス代に対する政府補助金が再開されたため、エ

ネルギー価格の上昇は抑制されたものの、精米・玄米等

のコメ価格が供給不足から大きく上昇したため、企業物

価が底堅い動きとなった。エネルギー価格への政府補助

金は12月以降終了する予定で、原油価格動向とともに

エネルギー価格の押上げ要因となる。賃金や輸入円安コ

ストの価格転嫁圧力は依然として水面下で強く、企業物

価の動向には注意を要する。 (資料)日本銀行

米国経済、製造業低迷、非製造業雇用ミスマッチ続く

米国製造業は、金融緩和速度や大統領選挙後の政策

の不透明性から、企業設備や在庫投資に対する企業の消

極姿勢が強まり、景況感として停滞色を強めている。足

元の非製造業は、底堅い消費動向など新規受注拡大で

改善傾向にある。しかし、労働力不足、雇用ミスマッチに

よるコスト増などから拡大力は不安定化している。世界

経済の地政学リスクや米国物価動向を踏まえたFRBの

利下げ速度の政策判断が重要となっている。 (資料)ISM
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